
平成 2５年第１回大山町教育委員会 
 
 

招集年月日       平成２５年１月２３日（水） 午前９時３０分 
招 集 場 所       名和公民館 ２階 第１会議室 
出 席 委 員 

１番   小原康正 ２番  林原浩子 ３番  金田吉人 
４番  湊谷紀子 ５番  山根 浩 ６番   伊澤百子 

 
その他の出席者 
 

日   程 
 

  １．開会宣言（    時     分）  
 

２．議事日程の報告 
 

日程第１  会議時間の決定 

 

                自       時      分      至         時       分 

 

      日程第２  教育長報告並びに連絡事項 

 

日程第３  議案  第１号  指定学校変更について 
 

日程第４  議案  第２号  区域外就学について 
 

日程第５  議案  第３号  大山町伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

の制定について 
 

日程第６  議案  第４号  大山町文化財保護条例施行規則の一部を改正する 

規則について 
 

３．その他 

 

４．次回の開催日程      平成２５年 ２月  日 

  

５．閉会宣言（    時     分） 



曜日 件　　　　　名

１２ 月 １９ 日 水 指定管理者選定委員会、子ども読書活動推進委員会

２０ 日 木 校長ヒアリング、全員協議会（名和地区保育所再編）

２１ 日 金 大山町議会12月定例会本会議（質疑、討論、採決、閉会）

２２ 日 土 中山国際交流協会クリスマスパーティー、「押平なごみの里」開設式

２６ 日 水 民生委員推薦委員会

２８ 日 金 西部地区教育長会、大掃除、仕事納め式

１ 月 ３ 日 木 平成２５年大山町成人式（保健福祉センターなわ）

４ 日 金 仕事始め式、管理職会議

６ 日 日 大山町消防出初式、門脇家葬儀

８ 日 火 六長合同会議

９ 日 水 諸遊議員さん来庁、民生委員推薦委員会

１０ 日 木 教育委員会研修会

１１ 日 金
西部地区人権・同和教育振興会議懇談会、西部市町村教育長連絡協議会（西部
総合事務所）

１３ 日 日 初区長会（保健福祉センターなわ）

１５ 日 火 まちづくり大山地区会議

１６ 日 水 西伯郡小中学校校長ヒアリング（南部町役場天萬庁舎）、大山町議会臨時会

１９ 日 土 西伯郡中学校教育を語る会

２０ 日 日 モジュール学習先進地視察（岐阜県多治見市：～２１日）

２２ 日 火 教職員組合との話し合い

２３ 日 水 定例教育委員会、西部町村教育委員会連絡協議会合同研修会（弓ヶ浜荘）

月 日曜日 件　　　　　名

１ 月 ２４ 日 木 大山カレッジ（大山農村環境改善センター）

２８ 日 月 小地域懇談会事後研修会（保健福祉センターなわ）

２９ 日 火 嘉手納町訪問団歓迎式（名和公民館）

３０ 日 水 嘉手納町訪問団歓迎会（弓ヶ浜荘）

【平成２５年２月の予定】

　２月１日（金）　嘉手納町訪問団お別れ式（名和公民館）

　２月３日（日）　生涯学習大会兼本のあるまちづくり大会（保健福祉センターなわ）

報　　告　　事　　項

月 日

今　後　の　予　定
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議案第 １ 号 
 
 

   指定学校の変更について 
  

下記のとおり指定学校変更の申立てがあり、学校教育法施行令第 8 条の規定により、指

定学校を変更するものとする。 
 
 

平成 25 年 1 月 23 日 提 出 
                                      大山町教育委員会教育長  山根 浩 
 

平成 25 年 1 月   日 議 決 
                                      大山町教育委員会委員長 伊澤 百子   
 
 

記 
 

１．指定学校変更の申立て ４件（詳細別紙）      認定件数    件 
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議案第 ２ 号 
 

   区域外就学について 
 
 下記のとおり区域外就学の申立てがあり、学校教育法施行令第 9 条の規定により区域 
外就学を許可するものとする。 

 
平成 25 年 1 月 23 日 提 出 

                                      大山町教育委員会教育長  山根 浩 
 

平成 25 年 1 月   日 議 決 
                                      大山町教育委員会委員長 伊澤 百子   

 
 

記 
 

１．区域外就学の申立て ６件（詳細別紙）      認定件数    件 
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議案第 ３ 号 

 

 

大山町伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則の制定について 

 

大山町伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則を次のように定める。 

 

 

平成２５年 １月２３日 提 出 

大山町教育委員会教育長 山 根  浩 

 

平成２５年 １月  日 議 決  

大山町教育委員会委員長 伊 澤  百 子 

 

 

                    記 

 

１．別紙のとおり 
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大山町伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大山町伝統的建造物群保存地区保存条例（平成２４年大山町条例第２２号。

以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（現状変更行為の許可の申請） 

第２条 条例第６条第１項の規定による許可の申請は、現状変更行為許可申請書（様式第１号）を

提出して行うものとする。申請した内容を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）位置図 

（２）配置図 

（３）仕様書及び設計図 

（４）現況写真 

（５）その他教育委員会が必要と認める資料  

（現状変更行為の許可の決定等） 

第３条 大山町教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、前条の規定により許可の申請があ

ったときは、条例第７条に規定する許可基準に基づいて許可の可否を決定しなければならない。 

２ 教育委員会は、条例第６条第１項の規定による許可の決定をしたときは、現状変更行為許可通

知書（様式第２号）により、許可をしなかったときはその旨を記載した文章により申請者に通知

するものとする。 

（現状変更行為の完了等の届出） 

第４条 条例第６条第１項の規定により許可を受けた者は、当該許可に係る行為を完了し、又は中

止したときは、速やかに現状変更行為完了・中止届出書（様式第３号）を教育委員会に提出しな

ければならない。 

（国の機関等による協議又は通知の手続き） 

第５条 条例第８条の規定による協議又は条例第９条の規定による通知をしようとする国の機関

等は、伝統的建造物群保存地区内における現状変更行為の協議書又は通知書（様式第４号）を教

育委員会に提出しなければならない。 

（技術的援助） 

第６条 教育委員会は、申請者の保存地区における建造物の修理等の相談に応じ、指導及び助言を

行うことができる。 

（補助金） 

第７条 条例第 11 条の規定による補助金は、別に定める大山町伝統的建造物群保存地区保存事業補

助金交付要綱に基づき、行うものとする。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

 

附則 

 この規則は、平成２５年２月１日から施行する。 
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様式第１号(施行規則第２条関係) 

  年  月  日 

  大山町教育委員会 様 

 

      住    所 

      氏    名         印 

     電話番号 （       ）    ― 

 

伝統的建造物群保存地区内における現状変更行為許可申請書 

 

 大山町伝統的建造物群保存地区保存条例第６条第１項に基づき、現状変更行為の許可を受けたいので、大

山町伝統的建造物群保存地区保存条例施行規則第２条第１項の規定により、関係書類を添えて申請します。 

現 状 変 更 場 所  西伯郡大山町 

着手及び終了の時期 （着手） 許可日から        （完了予定日）   年  月  日 

住  所  

事務所名  電話番号 （   ）  ― 

 

設   計   者 

 氏  名  資  格   級建築士 登録第   号 

現状変更行為の理由 

  

 

 

 

種類 □ 特定建築物  □特定工作物  □ 特定環境物件  

□その他の建築物  □その他の工作物   □その他の環境物件 

現状変更行為の内容 

 

内容 □新築 □増築 □改築 □移転 □除却 □修繕 □模様替 □色彩変更 

□宅地の造成その他の土地の形質変更 □木竹の伐採 □土石類採取 

□水面の埋立て又は干拓 □その他（                 ） 

構造 

□ 

 

 

色彩 

□ 

 

 

屋根 

□ 

 

 

形態 

□ 

 

 

高さ 

□ 

 

 

用途 

□ 

 

 

外壁 

□ 

 材質 

□ 

 

現状変更等により生 

ずべき物件の滅失若 

しくはき損又は景観 

の変化その他現状変 

更等により及ぼされ 

る文化財への影響に 

関する事項 

 

面積 

□ 

 その他影響の説明 

住 所  

会社名  電話 （   ）  ― 

工  事  施  工  者 

 

 氏 名  

添付書類 

 

(1)位置図 (2)配置図 (3)仕様書及び設計図 (4)変更を申請する部分の現況写真  

(5)その他教育委員会が必要と認める資料 
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様式第２号(施行規則第３条関係) 

                                   許 可 番 号 

                                   年  月  日 

 

          様 

 

                        大山町教育委員会教育長     印  

 

伝統的建造物群保存地区内における現状変更行為（許可・不許可）通知書 

 

  年 月 日付で申請のあった保存地区内における現状変更行為について、大山町伝統的建造物

群保存地区保存条例第７条及び同条例施行規則第３条の規定により 

 

  許 可 を 

        したので通知します。 

  不許可と 

 

行為の場所 

 

 

 

 

行為の内容 

 

 

 

 

許可の条件 

 

 

 

 

不許可の理由 
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現状変更行為許可標識 

 

 

 

１ 現状変更行為の内容 

 

 

 

２ 現状変更行為の期間 

 

 

 

３ 許 可 年 月 日 

 

 

 

４ 許  可  番  号 

 

 

 

５ 許可を受けた者の住所、氏名 

 

 

 

６ 工 事 施 工 者 名   

 

 

 

 

 

 

      年   月  日 

 

                                大山町教育委員会  印 
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様式第３号(施行規則第４条関係) 

                                    年  月  日 

 

  大山町教育委員会 様 

 

                            住  所                            

                            氏  名          印 

 

 

伝統的建造物群保存地区内における現状変更行為（完了・中止）届出書 

 

 大山町伝統的建造物群保存地区保存条例第７条の規定に基づき、許可を受けた行為を（完了・中

止）したので、大山町伝統的建造物群保存地区条例施行規則第４条の規定により、次のとおり届け

出ます。 

 

行為の場所 

 

 

 

行為の内容 

 

 

 

許可年月日 

 

      年   月   日 

 

許 可 番 号 

 

      第       号 

 

完了・中止の別 

 

 

 

 

 完了又は中止 

の年月日 

 

 

      年   月   日 

 

 

行為を中止した 

ときはその理由 
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様式第４号(施行規則第５条関係) 

  年  月  日 

  大山町教育委員会 様 

 

      住    所 

      氏    名         印 

     電話番号 （       ）    ― 

 

伝統的建造物群保存地区内における現状変更行為の（協議書・通知書） 

 

 大山町伝統的建造物群保存地区保存条例（第８条の協議・第９条の通知）をしますので、大山町伝統的建

造物群保存地区保存条例施行規則第５条の規定により、次のとおり関係書類を添えて提出します。 

現 状 変 更 場 所  西伯郡大山町 

着手及び終了の時期 （着手日）   年  月  日   （完了予定日）   年  月  日 

住  所  

事務所名  電話番号 （   ）  ― 

 

設   計   者 

 氏  名  資  格   級建築士 登録第   号 

現状変更行為の理由 

  

 

 

 

種類 □ 特定建築物  □特定工作物  □ 特定環境物件  

□その他の建築物  □その他の工作物   □その他の環境物件 

現状変更行為の内容 

 

内容 □新築 □増築 □改築 □移転 □除却 □修繕 □模様替 □色彩変更 

□宅地の造成その他の土地の形質変更 □木竹の伐採 □土石類採取 

□水面の埋立て又は干拓 □その他（                 ） 

構造 

□ 

 

 

色彩 

□ 

 

 

屋根 

□ 

 

 

形態 

□ 

 

 

高さ 

□ 

 

 

用途 

□ 

 

 

外壁 

□ 

 材質 

□ 

 

現状変更等により生 

ずべき物件の滅失若 

しくはき損又は景観 

の変化その他現状変 

更等により及ぼされ 

る文化財への影響に 

関する事項 

 

面積 

□ 

 その他影響の説明 

住 所  

会社名  電話 （   ）  ― 

工  事  施  工  者 

 

 氏 名  

添付書類 

 

(1)位置図 (2)配置図 (3)仕様書及び設計図 (4)変更を協議する部分の現況写真 

(5)その他参考となる資料  
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議案第 ４ 号 

 

大山町文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則について 

 

大山町文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 

 

平成２５年 １月２３日 提 出 

大山町教育委員会教育長 山 根  浩 

 

平成２５年 １月  日 議 決  

大山町教育委員会委員長 伊 澤  百 子 

 

 

記 

 

１．別紙のとおり 
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大山町文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 大山町文化財保護条例施行規則(平成17年教育委員会規則第23号)の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中目次及び章名の表示に下線が引かれた目次及び章名(以下「移動目次等」とい

う。)に対応する同表改正後の欄中目次及び章名の表示に下線が引かれた目次及び章名(以下「移動後

目次等」という。)が存在する場合には、当該移動目次等を当該移動後目次等に改め、移動目次等に対

応する移動後目次等が存在しない場合は、当該移動目次等を削る。 

 次の表の改正前の欄中見出し、条、項、号の表示に下線が引かれた見出し、条、項、号 (目次及び

章名の表示を除く。以下「移動条項等」という。)に対応する同表改正後の欄中見出し、条、項、号の

表示に下線が引かれた見出し、条、項、号 (目次及び章名の表示を除く。以下「移動後条項等」とい

う。)が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等に改め、移動条項等に対応する移動後

条項等が存在しない場合には、当該移動条項等(以下「削除条項等」という。)を削る。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(目次及び章名並びに見出し、条、項、号の表示及び削除

条を除く。以下「改正部分」という。)に対応する同表改正後の欄中下線が引かれた部分(目次及び章

名並びに見出し、条、項、号の表示を除く。以下「改正後部分」という。)が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正

部分を削る。 

 次の表の改正前の欄中様式の表示に 

次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式(以下「移動様式」という。)に対応する同

表改正後の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動後様式」という。）が存在する場合に

は、当該移動様式を当該移動後様式に改め、移動様式に対応する移動後様式が存在しない場合には、

当該移動様式を削る。 

 

改正後 改正前 

目次 目次 

第1章～第5章 略 第1章～第5章 略 

 第6章 町伝統的建造物群保存地区(第28条―第3

4条) 

第6章 雑則(第28条) 第7章 雑則(第35条) 

  

  

 第6章 町伝統的建造物群保存地区 

 （現状変更等の許可の申請） 

 第28条 条例第44条の規定による現状変更等の許可

の申請は様式第24号による申請書に、次に掲げる

書類、図面及び写真を添えて行わなければならな
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い。申請した内容を変更しようとするときも同様

とする。 

 (1) 現状変更等の設計仕様書及び設計図 

(2) 現状変更等に係る地域及びこれに関連する地

域の地番及び地ぼうを表示した実測図 

(3) 現状変更等に係る地域の写真 

(4) 現状変更等を必要とする事由を証明するに足

りる資料があるときは、その資料 

(5) 許可申請書が所有者以外のものであるとき

は、所有者の承諾書 

 (許可の決定) 

第29条 教育委員会は、前条の規定による許可の申

請があったときは、その内容を審査し、申請を受

理した日から30日以内に許可の可否を決定する

ものとする。 

2 教育委員会は、前項の規定による審査の結果許可

することを適当と認めたときは、様式第25号の現

状変更等許可書により、許可することを不適当と

認めたときは、その旨を記載した文書により、そ

れぞれ申請者に通知するものとする。 

 (着手及び完了の報告) 

第30条 条例第44条第１項の規定による許可を受け

たものは、当該許可に係る現状変更等に着手し、

及びこれを完了し、又は中止したときは、様式第

26号による報告書により速やかにその旨を教育

委員会に報告しなければならない。 

 (応急措置の範囲) 

第31条 条例第44条第３項の規定で定める応急措置

の範囲は、次に掲げる場合とする。 

(1) 伝統的建造物及び建築物等がき損し、又は衰

亡している場合において、その価値に影響を及

ぼすことなく伝統的建造物及び建築物等をそ

の選定当時の原状（指定後において現状変更等

の許可を受けたものについては、当該現状変更

等の許可を受けたものについては、当該現状変

更等後の原状）に復するとき。 

(2) 伝統的建造物及び建築物等がき損し、又は衰

亡している場合において、当該き損又は衰亡の

拡大を防止するため応急の措置をするとき。 

(3) 伝統的建造物及び建築物等がき損し、又は衰
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亡し、かつ、当該部分の復旧が明らかに不可

能である場合において、当該部分を除去する

とき。 

 (国の機関等の協議の手続き) 

第32条 条例第46条の規定による協議は、様式第27

号による協議申請書を教育委員会に提出して行

うものとする。 

 (その他の特例の通知の手続) 

第33条 条例第47条の規定による教育委員会規則で

定める行為は、次に掲げる行為とする。 

 (1) 都市計画法（昭和43年法律第100号）による

都市計画事業の施行として行う行為 

(2) 都市計画法による国、鳥取県若しくは      

大山町又は当該都市計画施設を管理すること

となる者が当該都市施設又は市街地開発事業

に関する都市計画に適合して行う行為 

(3) 自然公園法（昭和32年法律第161号）による

公園事業又は県立自然公園のこれに相当する

事業の執行に係る行為 

(4) 都市公園法（昭和31年法律第79号）による

都市公園又は公園施設の設置又は管理に係る

行為 

(5) 河川法（昭和39年法律第167号）第 3条第１

項に規定する河川又は同法第 100 条第１項の

規定により指定された河川の改良工事の施行

又は管理に係る行為 

(6) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭

和26年法律第97号）又は農林水産業施設災害

復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

（昭和25年法律第169号）に規定する林地荒

廃防止施設災害復旧事業の施行に関する行為 

(7) 道路法（昭和27年法律第180号）によ 

る道路の改築（小規模の拡幅、舗装、勾 

配の緩和、線形の改良、その他道路の現 

状に著しい変更を及ぼさないものに限 

る。）、維持、修繕又は災害復旧に係る行 

為 

(8) 交通監視塔等道路交通の安全のための必要な

施設の設置又は管理に係る行為 

(9) 土地改良法（昭和24年法律第195号）による

土地改良事業の施行に係る行為 

(10) 地方公共団体又は農業等を営む者が組 
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織する団体が行う農業構造の改善に関 

し必要な事業の施行に係る行為 

(11)  文化財保護法（昭和 25 年法律第 214 号。以

下「法」という。）第 27 条第１項の規定によ

り指定された重要文化財、法第 56 条の 10 第

１項の規定により指定された重要有形民俗文

化財、法第57条第１項に規定する埋蔵文化財

又は法第69条第１項の規定により指定され、

若しくは法第 70 条第１項の規定により仮指

定された史跡名勝、天然記念物の保存に係る

行為及び鳥取県文化財保護条例（昭和34年鳥

取県条例第50条）並びに条例により指定され

た文化財の保存に係る行為 

(12)  郵便差出箱の設置又は管理に係る行為 

(13)  国又は地方公共団体が行う通信業務の用に

供する線路又は空中線系及びこれらに係る電

気通信設備を収容するための施設の設置又は

管理に係る行為 

(14)  日本電信電話株式会社が行う国内電気通信

事業、国際電信電話株式会社が行う国際電気

通信事業又は電気通信事業法（昭和59年法律

第86号）第6条第 2項に規定する第一種電気

通信事業の用に供する線路又は空中線系及び

これらに係る電気通信設備を収容するための

施設の設置又は管理に係る行為 

(15)  公衆電話施設の設置又は管理に係る行為 

(16)  有線放送電話に関する法律（昭和32年法律

第152号）による有線放送電話事業 の用に供

する線路又は空中線系及びこれらに係わる電

気通信設備を収容するための施設の設置又は

管理に係る行為 

(17)  有線テレビジョン放送法（昭和 47 年法律第

114 号）による有線テレビジョン放送業務の

用に供する線路又は空中線系（その支持物を

含む。）の設置又は管理に係る行為 

(18)  放送法（昭和 25年法律第 132 号）による放

送事業の用に供する線路又は空中線系及びこ

れらに係る電気通信設備を収容するための施

設の設置又は管理に係る行為 

(19)  電気事業法（昭和39年法律第170 号）によ

る電気事業の用に供する電気工作物の設置

（発電の用に供する電気工作物及び設置を除
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く。）又は管理に係る行為 

(20) 水道法（昭和32年法律第177号）により水道

事業若しくは水道用水供給事業若しくは工業

用水道事業法（昭和33年法律第84号）による

工業用水道事業の用に供する施設又は下水道

法（昭和33年法律第79号）による下水道の排

水管若しくはこれを補完するため設けられる

ポンプ施設の設置又は管理に係る行為 

(21) 法第 27条第１項の規定により指定された重要

文化財、法第 56 条の 10 第１項の規定により

指定された重要有形民俗文化財、法第57条第

１項に規定する埋蔵文化財又は法第69条第１

項の規定により指定され、若しくは法第70条

第１項の規定により仮指定された史跡名勝、

天然記念物の保存に係る行為 

２ 条例第 47 条の規定による通知は、様式第 28

号による通知書を教育委員会に提出して行う

ものとする。 

 (準用規定) 

第34条 第14条の規定は、町伝統的建造物群保存地区

について準用する。 

第6章 雑則 第7章 雑則 

(指定保護台帳) 

第28条 教育委員会は文化財指定保護台帳

（様式24号）を備え、必要な事項を記入し

ておかなければならない。 

(指定保護台帳) 

第35条 教育委員会は文化財指定保護台帳（様式29

号）を備え、必要な事項を記入しておかなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

様式第24号（第28条関係） 

 

 別紙 改正後 

 

様式第24号（第28条関係） 

様式第25号（第29条関係） 

様式第26号（第30条関係） 

様式第27号（第32条関係） 

様式第28号（第33条関係） 

様式第29号（第35条関係） 

 

 別紙 改正前 

 

   附 則 

 この規則は、平成25年2月1日から施行する。 
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様式第24号(第28条関係) 

 

 (1) 大山町指定保護有形文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

員 数   

指 定 書 の 記 号 番 号   

指 定 年 月 日 及 び 告 示 番 号   

所 在 の 場 所   

所有者の氏名又は名称及び住所   

占有者の氏名又は名称及び住所   

管理責任者の氏名又は名称及び

住所 
  

指 定 理 由   

品質及び形状並びに構造及び形

式 
  

寸法又は重量面積高さその他大

きさを示す事項 
  

製 作 (建 築) 年 代 又 は 時 代   

製 作 者   

画賛・奥書・銘文・棟札・墨書   

伝来その他参考となる事項   

創建沿革その他参考となる事項   

保存の要件・保存施設に関する 

事項 
  

復旧・現状変更等に関する事項   

そ の 他 参 考 と な る 事 項   

備 考   

別紙 改正後 
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  (2) 大山町指定保護無形文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

所 在 地   

氏 名 (名 称 )   

生 年 月 日 

代 表 者 名 
  

住 所 

事 務 所 所 在 地 
  

保 持 者 

(保持団体) 

認 定 年 月 日 

認定書の記号番号 
  

指 定 理 由   

概 要   

由 来   

沿 革   

保 存 の 措 置   

その他参考となる

事 項 
  

保存記録に関する

事 項 
  

備 考   
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 (3) 大山町指定保護無形文化財保持者(保持団体)認定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指定年月日及び告示

番号 
  

所 在 地   

事 項 

認定書の記号番号   

認定年月日及び告示

番号 
  

氏 名 (団 体 名 称)   

芸 名 又 は 雅 号 

代 表 者 名 
  

生 年 月 日 

発 足 年 月 日 
  

認 定 時   
住 所 

事 務 所 所 在 地 変 更 後 

(変更年月日) 
  

所属する機関又は団

体の名称及び所在地 
  

経 歴   

年月日及び

告 示 番 号 
  

解 除 

理 由   

備 考   
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 (4) 大山町指定保護有形民俗文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

員 数   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

地 番 地 目 地 積 
所 在 の 場 所 

      

所有者の氏名又は

名 称 及 び 住 所 
  

管理責任者の氏名

又は名称及び住所 
  

指 定 理 由   

品 質 形 状   

そ の 他 大 き さ を

示 す 事 項 
  

製 作 技 法   

製作年代又は時代   

用 い 方 ・ 用 途   

生活文化に及ぼし

た 影 響 又 は 特 色 
  

分 布 ・ 由 来   

その他参考となる

事 項 
  

備 考   
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 (5) 大山町指定保護無形民俗文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

所 在 地   

氏 名 (名 称)   

生 年 月 日 

代 表 者 名 
  

住 所 

事 務 所 所 在 地 
  

保 持 者 

(保 持 団 体) 

認 定 年 月 日 

認定書の記号番号 
  

指 定 理 由   

概 要   

由 来   

沿 革   

保 存 の 措 置   

その他参考となる

事 項 
  

保存記録に関する

事 項 
  

備 考   
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 (6) 大山町指定保護史跡名勝天然記念物指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

地 番   

地 目   所 在 地 

地 積   

所有者の氏名又は

名 称 及 び 住 所 
  

管理責任者の氏名

又は名称及び住所 
  

指 定 理 由   

概 要   

保存の要件・保存施

設 に 関 す る 事 項 
  

復旧・現状変更等に

関 す る 事 項 
  

その他参考となる

事 項 
  

備 考   
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様式第29号(第35条関係) 

 (1) 大山町指定保護有形文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

員 数   

指 定 書 の 記 号 番 号   

指 定 年 月 日 及 び 告 示 番 号   

所 在 の 場 所   

所有者の氏名又は名称及び住所   

占有者の氏名又は名称及び住所   

管理責任者の氏名又は名称及び

住所 
  

指 定 理 由   

品質及び形状並びに構造及び形

式 
  

寸法又は重量面積高さその他大

きさを示す事項 
  

製 作 (建 築) 年 代 又 は 時 代   

製 作 者   

画賛・奥書・銘文・棟札・墨書   

伝来その他参考となる事項   

創建沿革その他参考となる事項   

保存の要件・保存施設に関する事

項 
  

復旧・現状変更等に関する事項   

そ の 他 参 考 と な る 事 項   

備 考   

別紙 改正前 
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 (2) 大山町指定保護無形文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

所 在 地   

氏 名 (名 称)   

生 年 月 日 

代 表 者 名 
  

住 所 

事 務 所 所 在 地 
  

保 持 者 

(保持団体) 

認 定 年 月 日 

認定書の記号番号 
  

指 定 理 由   

概 要   

由 来   

沿 革   

保 存 の 措 置   

その他参考となる

事 項 
  

保存記録に関する

事 項 
  

備 考   
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 (3) 大山町指定保護無形文化財保持者(保持団体)認定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指定年月日及び告示

番号 
  

所 在 地   

事 項 

認定書の記号番号   

認定年月日及び告示

番号 
  

氏 名 (団 体 名 称)   

芸 名 又 は 雅 号 

代 表 者 名 
  

生 年 月 日 

発 足 年 月 日 
  

認 定 時   
住 所 

事 務 所 所 在 地 
変 更 後 

(変更年月日) 
  

所属する機関又は団

体の名称及び所在地 
  

経 歴   

年月日及び

告 示 番 号 
  

解 除 

理 由   

備 考   
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 (4) 大山町指定保護有形民俗文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

員 数   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

地 番 地 目 地 積 
所 在 の 場 所 

      

所有者の氏名又は

名 称 及 び 住 所 
  

管理責任者の氏名

又は名称及び住所 
  

指 定 理 由   

品 質 形 状   

そ の 他 大 き さ を

示 す 事 項 
  

製 作 技 法   

製作年代又は時代   

用 い 方 ・ 用 途   

生活文化に及ぼし

た 影 響 又 は 特 色 
  

分 布 ・ 由 来   

その他参考となる

事 項 
  

備 考   
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 (5) 大山町指定保護無形民俗文化財指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

所 在 地   

氏 名 (名 称)   

生 年 月 日 

代 表 者 名 
  

住 所 

事 務 所 所 在 地 
  

保 持 者 

(保 持 団 体) 

認 定 年 月 日 

認定書の記号番号 
  

指 定 理 由   

概 要   

由 来   

沿 革   

保 存 の 措 置   

その他参考となる

事 項 
  

保存記録に関する

事 項 
  

備 考   
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 (6) 大山町指定保護史跡名勝天然記念物指定台帳 

種 類   

名 称   

指定書の記号番号   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

地 番   

地 目   所 在 地 

地 積   

所有者の氏名又は

名 称 及 び 住 所 
  

管理責任者の氏名

又は名称及び住所 
  

指 定 理 由   

概 要   

保存の要件・保存施

設 に 関 す る 事 項 
  

復旧・現状変更等に

関 す る 事 項 
  

その他参考となる

事 項 
  

備 考   
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(7) 大山町選定伝統的建造物群保存地区選定台帳 

保 存 地 区 の 名 称   

指 定 年 月 日

及 び 告 示 番 号 
  

地 番   

地 目   所 在 地 

地 積   

保存地区の建造物

等の所有者の氏名

又は名称及び住所 

  

指 定 理 由   

概 要   

復旧・修理・現状変

更等に関する事項 
  

その他参考となる

事 項 
  

備 考   
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